BLM (ブラック・ライヴズ・マター) 運動の歴史的背景を探る試み : 資産格差・住宅隔離・学校再隔離に関する近年のアメリカにおける研究動向の分析 by 川島 正樹








 はじめに ― 本稿で考察の対象とするトピック 




で過半数を維持し，上院でも 2021年 1月 5日に行われたジョージア州決選投票を制し，50対 50
ながら議長を務めるハリス（Kamara Harris）副大統領の票も加わることで辛くも多数派に返り咲












年 5月 25日，ミネソタ州ミネアポリス（Minneapolis, MN）で起こった警官による黒人男性ジョー
ジ・フロイド（George Floyd，享年 46歳）の頸部圧迫殺人への抗議運動が高揚し，それを組織し






と表裏の関係にある教育現場における 30年にわたる厳罰主義に焦点を当てる。第 2章では BLM
の発展と表裏の関係にある，前政権下で伸長した「人種」分断的な排外主義の歴史的源流としての












ス ク ー ル・ト ゥ・プ リ ズ ン・パ イ プ ラ イ ン
校から刑務所までの直通路」の生成過程と解消努力 
 　「学






















スク ー ル・ト ゥ・プ リ ズ ン・パ イ プ ラ イ ン
校から刑務所への直結路」という言説が学校関係者や教育分野の研究者に流布する 2011～ 12
年度の校内拘禁（英米系の学校に特有の生徒への軽微な懲戒方法）の処分を受けた生徒数は 350万
人に達し，より重い停学処分は 190万人，退学処分は 13万人を数えた。この数値は 3,000校をサ
ンプルとして抽出された推定値で，実数はこれをかなり上回ると思われる［Mallet 2016: 4］。しか
しながら，このような学校を取り巻く急激な情況の悪化は，実は「情








ベルにおける 4,900万の生徒総数のうちで銃撃の犠牲者は年間 11から 34人で推移している。自殺






の銃持ち込みを禁止する法律」（Gun-Free Schools Act of 1994）であった。成人刑事事件において
川島正樹 3
「情
ゼロ・ト レ ラ ン ス
けは無用」を合言葉とする厳罰化が主流となり，その影響を受けて少年法廷と学校現場におい












少年犯罪者のうち 16～ 17歳の少年が占める割合は 68％であり，男性が 87％で，アフリカ系アメ
リカ人が約 60％，ヒスパニック系が 33％を占めた。また関係者が概ね一致する傾向は犯罪の常習
性（recidivism）であるが，全米各地に所在する 591施設において，少年のための専門的な留置場







場の子どもである。障がいのある子どもが罰を受ける率も通常の 3倍である［Mallet 2016: 43 ― 45］。
更生保護の方針が懲罰主義にとって代わられたが，それでは問題を抑えられないばかりか，新たな
問題が生じている。少年専門の施設がない例が少なくないために成人犯罪者との悪しき交流機会と





















境が改善されない限り，本質的な問題の解消は望めない［Mallet 2016: 82 ― 83］。過去 30年間，リス
ク要因を多く持つ生徒として筆頭に挙げられているのが非白人系の子どもたちである。加えて障が
いのある生徒や LGBTの生徒も標的となりやすい［Mallet 2016: 87 ― 88］。2010年に発表された報告
では青少年犯罪と自殺の連関性も明らかにされ，収監経験のある青少年の 22％が生涯で自殺を試
みた。弱い立場の子どもたちに皺寄せが行けば統計的数値に反映され，それによって偏見が強化さ
れ，偏見に満ちた狙い撃ちが正当化されるという悪循環が生じている［Mallet 2016: 95 ― 98］。 
 　第 5章では学校における望ましい校内秩序の再生方法が提示される。問題は「情













リハビ リ テ イ テ ィ ヴ
生保護的な手法を取り入れた新たな規律体制を樹立する試みへの転換である
［Mallet 2016: 122 ― 128］。浮かび上がるのは，過去 30年間追求された「学






















ゼロ・ト レ ラ ン ス
けは無用」の厳罰化の強化がなされた。それに対して，ニューメキシコ州アルバカー
キ（Albuquerque, NM）学区では関係者を網羅した協力チーム「若者のための予防的介入プログラ





（Garfield High School）でも 2011～ 12年度に始められた取り組みによって学力達成指数（Academic 
川島正樹 5
Performance Index）において170ポイント上昇し，卒業率が62％から71％に改善を見た。ミルウォー
キー（Milwaukee, WI）学区では法的な改変を促すための提訴が行われた［ Jamie S. v. Milwaukee 
Public Schools , 519 F. Supp. 2nd 870（E. D. Wis. 2007）］。とりわけ累犯的傾向のある生徒の停学処分
の決定や期間については慎重な対応が求められるため，関係者における情報共有の努力も進んでい
る［Mallet 2016: 191 ― 194］。 
 　最後に「学










ゼロ・ト レ ラ ン ス
けは無用」の運動は機能せず，両者の直結路を解消すること


















もりである［Gordon 2017: 7］。 
 　第 1章の冒頭でゴードンは，奴隷制廃止後に州法による「人種」に基づく隔離の強制をした南部
よりも，「革新主義」に沸く北部や西海岸の諸州で KKKブームの火付け役を次のように指摘する。 
 第二次 KKKの爆発的興隆を刺激したのは，奴隷から解放された黒人男性に襲われる白人女性を KKK
が助けるという，1915年の『国民の創生』という，『クランズメン』というトマス・ディクソンが 1905











ポ グ ロ ム
団的迫害を逃れて米国にやって来た「新移民」のユダヤ人も含まれたことへの注目が喚起される
［Gordon 2017: 11］。また北部や西海岸の大都市では「新移民」の一翼を担ったカトリック教徒やギ
リシア正教徒，特にオレゴン州では日系移民への排斥運動も展開された［Gordon 2017: 2, 4, 14, 22, 
27 ― 28, 91, 96, 106, 147］。第二次 KKKはプロテスタントと白人を指標とする多数派形成のアイデン
ティティ政治を展開して成功したのである。1920年代の共和党政権は KKKを非難せず，お墨付き
を与えた一方，アイルランド系カトリック教徒のアル・スミス（Al Smith）を二度大統領候補とし
た民主党に対抗した［Gordon 2017: 168］。 












獲得が最重要活動となった。［Gordon 2017: 16, 64 ― 65］。収益性に関しては女性会員のリクルート
も関係した。男性会員に女性の入会を許容させるきっかけは経済的理由だった。当初 5ドルで間も
なく 10ドルに上がる入会金等の収入は本部の翻意を促進した。最盛期の 1925年の年間収益が 32















KKKの「人種」階層秩序観は違和感なく共有されていたのだ［Gordon 2017: 23］。 









れる傾向が目立った［Gordon 2017: 94 ― 95］。 







































彼女の懐に転がり込む契約がなされ，装束の販売でも潤った［Gordon 2017: 117 ― 118］。 




























（Allied Protestant Americans）や KKK改良派（Improved Order of Klansman）などの公然たる分派
行動，加えて会員たちの会費滞納も原因となった。追い打ちをかけたのは幹部たちの連続的なス
キャンダルの発覚だった。オレゴン州では支部幹部の歯科医エリス・ウィルソン（Ellis O. Wilson）
が二度の女性秘書へのレイプと堕胎の強要で有罪判決を受けた。機関誌（ Imperial Night Hawk ）














































































［Baradaran 2017: 1］。 
 　今日黒人はあらゆる社会経済的指標による白人との比較で，資産上の顕著な格差に直面してい
る。三分の一以上の黒人が負債を抱えているか，まったく資産を有しないかのどちらかである。オ








の富の格差が生じたのか，それが現在も解消され難いのはなぜか，である［Baradaran 2017: 1］。 
 　本書が照射するのは，キング牧師が率いた「














レ イ シ ズ ム
種主義と隔離から生じたゲットーが黒人銀行を通じて低開発からの脱出を実現できるのだろう
か。それとも［黒人作家ジェームズ・］ボールドウィンが指摘したように，ゲットーの問題は唯一ゲッ

































































は機能せず，白人地主が黒人に土地を売る例はまずなかった［Baradaran 2017: 16 ― 18］。 
 　この間に黒人だけの自給自足的共同体を形成する試みが各地で見られた。そのうちの一つであ


















































ゲットーでも起業による経済的機会の拡大をもたらすと言明した［Baradaran 2017: 216 ― 222］。 
 　今日，黒人家族の保有する資産の平均は $11,000，つまり白人家族の平均の $141,900の 10分の
1以下である。ピュー・リサーチ・センターによれば，白人家族の保有する資産は黒人家族の保有
する資産の 13倍であり，黒人家族の 3分の 1は無資産のままである。資産格差は高学歴者でも変
わらない。大卒白人の保有する資産は黒人大卒の保有する資産よりも $300,000上回る。貧困の持
続は驚くべき情況で，黒人の子どもで資産保有額の最底辺層で育った者の 75％が成人後もそのま
ま留め置かれる［Pew Research Center 2016］。2013年の研究では，白人が稼ぐ所得 1ドルは最終





























































［Baradaran 2017: 273 ― 275］。
 　エピローグの冒頭では本書全体が次のように簡潔にまとめられる。「人


















インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合の達成に資することが展望しうる。白人の自
家所有率を高めることで安定的な中産階級を生み出し，アメリカ全体の経済も潤ったという成功例




ランウン対教育委員会」判決（ Brown v. Board of Education ）をもたらした NAACP法廷弁護基金
（National Association for the Advancement of the Colored People, Legal Defense Fund）で長年法律
顧問を務めたリチャード・ロスタインの『肌の色で染められた法律』である［Rostein 2017］。 
 　本書が目的とするのは，住宅の「事













デ・フ ァ ク ト
実上の」隔離では
ない。それは法と公共政策による「法




















住宅法（Fair Housing Act of 1968）の成立の 2カ月後に下された，連邦政府に住宅市場へ積極的に
介入する権限を認めた「ジョーンズ対メイヤー」判決以来，実質的に 1883年の解釈は変更された，












デ ・ フ ァ ク ト
実としての」隔離は実際のところ南部と変わらない「法
デ ・ ジ ュ リ
による」隔








































納屋やテントや露天で過ごした。連邦政府の方針に基づいてリッチモンドの USO（United Service 
Organization，軍基地サービス業者連合）は黒人と白人のクラブを隔離した。リッチモンド市警察
は路上で黒人を尋問し，雇用証明書が無い者を逮捕した。そのためスティーヴェンソンはジープや
戦車を生産するフォード自動車工場に急いで職を得た［Rostein 2017: 3 ― 8］。
 　フォードのリッチモンド工場には 1930年代に「メキシコ人と黒人の労働者無用（No Mexican 














同じく，ミルピタス住宅でも「人種」に基づく隔離が初期設定された［Rostein 2017: 8 ― 10］。 
　連邦政府が民間の「




会」（Peninsula Housing Association of Palo Alto）が設立され，キャンパスに隣接する 260エーカー
の牧場が協同購入され，商店街，ガソリンスタンド，レストラン等を含む住宅地の建設が計画され
たが，銀行は融資を拒絶した。理由は，黒人の居住者に開かれた住宅開発計画には FHAの認可が
下りないからだった。同協会理事会は 1948年にステグナーの反対を押し切って 78対 75の僅差で
政府の方針に妥協し，同住宅地の黒人人口を州全体の黒人人口比を超えないようにする妥協案を決
議したが，連邦政府は認可を拒んだ。同協会は「




















































インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合の試みは実現を阻まれたのである。キング牧師の
暗殺が引き金となった全国各地における黒人たちの反乱の高揚で公正住宅法（Fair Housing Act of 
1968）が立法化され，1883年の最高裁判決以来の判例が改めらたが，南部貧困法センター（Southern 
Poverty Law Center）の報告によれば，警察の黙認という傾向が少なくとも 1980年代半ばまで続
いたが，1985～ 86年度にこの種の事件で訴追された例は 4分の 1にすぎなかった［Rostein 2017: 










労働者の募集が展開された。その中で差別的な熟練工中心の AFL（American Federation of Labor，




関の NLRB（National Labor Relations Board，全国労働関係委員会）が最終的に白人のみの労働組





















































［Rostein 2017: 222］。 
 　住宅隔離の歴史と解消の道を模索する本章で取り上げるもう一冊の本は，カニーアンガ＝ヤマ
ハッタ・テイラーの『人種で儲ける人々』である［Taylor 2019］。冒頭で一人の黒人女性について





































































2019: 7 ― 8］。 























インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合の努力が始まっていた。自分たちはレイシストではないと



















































































































































バ シ ン グ
徒バス輸送」の「失敗」は神話化され，今日に至る［“Boston’s Unfinished 













バ シ ン グ
徒バス輸送を伴う学校の「





実上の隔離」という神話の欺瞞性の暴露である［Delmont 2016: 4 ― 9］。 
　第 1章は市民権法が成立する 1964年春のニューヨーク市の白人母親たちによる，南部と本質的
に変わらない，直接行動を伴った学校の「














バ シ ン グ
徒バス輸送」が主要メディアで煽り立てられ，否定的なイメージが固定化されていた
事実が掘り起こされる。第 4章ではゴールドウォーターをはじめとする共和党系政治家によって
PTAならぬ PAT（Parents and Taxpayers，親と納税者の会）が北部各地に創設され，やがて地元
の生














バ シ ン グ
徒バス輸送反対の運動に向いた［Ibid.: 94 ― 100］。第 5章は巧みにテレビ会見を多用したニク
ソン（Richard M. Nixon）に焦点を当てる。白人の親たちが焦燥感を抱くようになった背景には，
1969年に最高裁が下した「アリグザンダー対ホームズ郡教委」（ Alexander v. Holmes County Board 
of Education , 396 U.S. 19 [1969]）判決で，ニクソンの指名を受けたバーガー（Warren Berger）主
席判事に下で，もはやブラウウンⅡ判決（1955年）が許容した猶予期間が終わったと宣言し，「ス
ワン対シャーロット・メクレンバーグ教育委員会」判決（ Swann v. Charlotte-Mecklenburg Board of 
Education , 402 U.S. 1 [1971]）で「ブラウン」以来久々の最高裁判事全員一致で生
バ シ ン グ
徒バス輸送が合
憲とされたからである。ニクソン大統領はそのような白人の親たちの生
バ シ ン グ
徒バス輸送実行への不安
を煽って支持を拡大した［Delmont 2016: 114 ― 117, 123 ― 124, 129］。興味深い事実として，司法省法
務官アーサー・コーティン（Arthur Chortin）のように政権内部のニクソン批判にも注意が払わ
れている［Delmont 2016: 138 ― 139］。なお，デトロイト大都市圏での自治体の壁を超えた学区間の
生
バ シ ン グ
徒バス輸送を認めた控訴審を 5対 4の僅差で否定した「ミリケン対ブラドレー」判決（ Milliken v. 
Bradley , 418 U.S. 717 [1974]）は法理ではなく，世論に押された結果であると断じられる［Delmont 
2016: 140 ― 141］。
 　第 6章では，草の根の白人の母親活動家アイリーン・マカビー（Irene McCabe）と彼女が率い
た全米行動集団（National Action Group，NAG）に焦点が当てられ，マカビーがメディアによって
生




2016: 170 ― 173］。第 8章では，全国で生






2016: 206 ― 207］。 
 　こうしてレーガン政権の発足とともに，学校の「
イ ン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合は挫折へと追い込まれていった。
最後のダメ押しは最高裁による「関係の親たち対シアトル」判決（ Parents Involved in Community 






が黒人生徒の権利よりも白人の親たちの欲望に価値を置いたからである，と［Delmont 2016: 211 ―
 213］。 
 　本章の二冊目の『夢の子どもたち ― なぜ学校の「









 一般的な知識と違って，人種統合はアフリカ系アメリカ人に恩恵をもたらした ― そしてもたらし続け
ているのである。それは教育的達成や収入，社会的安定，あるいは収監率に表れている。その間に白人
たちは余所者に教室を解放することで，失うものはなかった。そして何よりも社会全体が，分断の脅威





イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合の
再生，第二に学校予算の平等配分，第三に就学前幼児教育への公共投資が検討される［Johnson＆
Natharyan 2019: 9 ― 11］。 
　五つの章で構成される第一部で，黒人側も諦めてしまった公立学校の「


































どが黒人生徒であるハーシュ高校（Hirsch High School）に通った。高校 2年次に突然「
インテグレ ー シ ョ ン
人種」統合








イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合された教会の牧師に助言を求めたところ，「マ
サチューセッツのウィリアムズへ行け」と言われた。もし彼の家族が「




































共財」であるという点である［Johnson＆Natharyan 2019: 45 ― 53］。 
　本書第一部における特色の一つは，経済学者ならではの視点による，個々人に生涯にわたって
「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合が及ぼす効果に関する，数値化された証拠である。「














て，白人男性では 13％だった。しかしながら，その格差は 1970年代末から 80年代初頭までに縮
まり，その後は両者ほぼ同等となった。まさに隔離廃止がもたらした効果である。重要なのは，こ
の格差の縮小が白人のパーフォーマンスの低下を伴っていないことである。「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合が教育的
達成の低下をもたらすという言説が嘘であるというゴーレン家の証言は正しい。「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合が黒
人にもたらした経済的恩恵の顕著な証拠とし，所得上昇がある。裁判所命令による 5年間の隔離廃









インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合それ自体はうま
くいったし，その成果は社会全体が共有しうるのである。ただし，「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合がうまく機能する










学歴が 0.46年伸び，所得は 9.6％増え，成人後に貧困率は 6.1％低減した。在学年月中の 25％の年
間予算増がある場合には，貧困家庭とそれ以外の子どもの学業成績の差が縮まった［Johnson＆
Natharyan 2019: 80 ― 85］。 
 　以上から本書著者が冒頭で挙げた三つの方策のうち，第一に掲げられた「














国で教室数は 58,385，生徒数は 90万以上，「伝統的な」対象である 3～ 4歳児は 771,479人，より
幼い子どもを対象としたプログラム参加者は 149,986人である。現在ヘッド・スタート予算は幼児
一人当たり年間 8,700ドル（2015年）で，K ― 12（就学前から高校卒業までの無償の公立学校教育
課程）の子ども一人当たり年間予算の平均は 11,000ドル（2015年）である。ヘッド・スタートの
長命は幅広い世論の高評価を背景とするが，定着するまでに数十年単位の忍耐を要した［Johnson
＆Natharyan 2019: 90 ― 98］。 
　ヘッド・スタートの有効性も，郡レベルでの所得変化抽出研究（PSID）に基づく長年の統計数
値によって，明示される。本書著者はノースウェスタン大学の経済学者 C・キラボ・ジャクソン







ト参加者で，1967～ 2000年に K ― 12の教育を受けた全米の貧困家庭出身の子どもたちに関して分
析を行った。前のものと同じサンプルを用い，1950～ 76年に生まれた，全国 50州の 1,120郡にお
ける 4,990世帯の 15,232人が含まれた。裁判所命令が下った学区におけるヘッド・スタートの予算
は増額される傾向があり，当該学区の貧困家庭出身の子どもたちに好条件の教育環境が提供される
傾向が浮かび上がった。ヘッド・スタートと K ― 12の教育予算の十分な増額が共に起こった場合に，
高校卒業率の向上と成人後有職者増や貧困率低下との相関性も明らかとなった。K ― 12の教育予算
が 10％増額されてヘッド・スタートが 0.6年分付加された場合に，貧困家庭の子どもはそうでない









の改善は成果を上げた［Johnson＆Natharyan 2019: 100 ― 110］。
 　第二部では「
インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合努力からの集団的な撤退の概要が跡付けられる。本書のタイトルに反し
て著者ジョンソンは「





























ストシャーロット高校（West Charlotte High School）に昔の面影は失せた。シャーロットが牧歌的
な「






 1978年に IBMが 1000マイル離れたニューヨークから引っ越して来ました。これが大流入の引き金に
なりました。パスタなど買えなかったんですよ。ベーグルだって。IBM社員がコミュニティを変えた
のです［Johnson＆ Natharyan 2019: 178 ― 179］。 
 　空港のハブ空港化と民間発電所の拡充が経済成長を牽引した。同時にそれは「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合努力
の後退の始まりだった。新参者の北東部や西海岸の出身で，以前から生






















り，2015～ 16年度に最も富裕な上位 10学区の予算は最貧の 10学区の 4倍に及んだ。その原因は
主な教育財源を不動産課税に依存することにある。学区予算の格差は教員の給料の格差になり，カ












区全体の納税者は ― 人種統合をより志向する親たちも含めて ― このような抜け駆けをする人々への
金銭援助を強いられつつある。かつて 1970年代に私学に子どもを転向させる富裕な白人納税者は公立
学校の支援に税金が支出されることを批判したが，今や逆のことが起こりつつあるのだ。富裕な白人の
ために貧困化が加速する学区の税金が使われるのである［Johnson＆Natharyan 2019: 189］。 
 　「スワン」判決後に学校の「




インテ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合が機能していた時代を経験したアンソニー・フォクス（Anthony 
Fox）は「





















Natharyan 2019: 211 ― 221］。 
 　第 9章ではキング牧師終焉の地であるテネシー州メンフィス（Memphis, TN）の奮闘の事例が紹
介される。ここで焦点が当てられる指導的人物は皆かつて「









的に郊外自治体は学区の分離，つまり再隔離を達成したのである［Johnson＆Natharyan 2019: 237 ―
 242］。 
 　著者ジョンソンが最後に望みを託すのは「
イン テ グ レ ー シ ョ ン
人種」統合の経験を持つ親たちが子に伝える真実の
物語の力である。それは彼自身が祖父母や両親から受け継いだものでもある。「












 結びに代えて ― 白人の親たちによる健全なアイデンティティ育成の試み 
 　BLM運動の報道写真には子どもとともに参加する白人の親たちが目立つ。本稿の締めくくりに
この新傾向を象徴する書物を紹介する。「学








レ イ シ ズ ム
種主義からの脱却の方途を探るとともに，アメリカン・バプティスト教会の牧師に叙任され，







レ イ シ ズ ム
種主義という二つの現実がある。不公平な隔離が続き，白人の特権も維持されて
いる。著者を含めた白人の親たちは子どもたちに伝統的な「肌
カ ラ ー ブ ラ イ ン ド ネ ス
の色の無差別」を教えるべきか，そ
れとも意識的に「人種」について教えるべきか。後者を確信するハーヴィーは自分の二人の娘（当













レ イ シ ズ ム
種主義の目的においては主張されていない。
したがって，私は白人を表記する際には小文字の wを用いる［Harvey 2017: 7］。 









カラー ブ ラ ン ド ネ ス
の色の無視はよい考えであるように見えるが，私たちの社会における数世代にわたる人




















レ イ シ ズ ム
種主義について子どもに正しく語ることは，子どもの実際の経験と対応し，子どもが発達し
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現場における 30年にわたる厳罰化傾向に焦点を当てる。第 2章では BLMの発展と裏腹の関係にあ
る前政権下で伸長した「人種」分断的な排外主義の歴史的源流としての第二次 KKK（Ku Klux Klan，
クー・クラックス・クラン）の生成と発展と突然の「消滅」の要因を考察し，その再来というべきト
ランピズムの今後の再生の可能性の参考とする。第 3章は「人種」に基づく経済的格差の根幹という
べき資産格差の歴史的な生成過程と持続の要因を考察する。第 4章ではアメリカの社会的亀裂の本質
的要因としての「人種」を境界線とする根強い住宅隔離の歴史を概観し，解消の展望を模索する。第
5章では住宅隔離と重なる問題であると同時に BLMが求める社会的分断の解消の成否に関わる学校
をめぐる最近の再隔離の過程と将来の解消の道の手がかりを考察する。最後に白人女性教授による自
身の実践的子育て経験を交えた試みを素材に，排外的でも自虐的でもない，健全な白人アイデンティ
ティの可能性の追究を参考に，BLM運動高揚の歴史的背景と意義について考察する。結論は以下の
通りである。BLM運動はよく言われるようにアメリカ社会の「人種」的分断を反映したものでも，
ましてその原因の一端を担っているものでもない。むしろ「人種」による長い分断の歴史に終止符を
打つために幅広い連帯の契機を提供しているのである。 
 
